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 土地利用に関するニーズ等 ～都市の複合的利用の視点～ 

• テレワークとは、ICT（情報通信技術）を活用した、場所にとらわれない柔軟な働き方のことであり、就業形態によって「雇用型」と
「自営型」に、就業場所によって「在宅型」と「モバイル型（サテライトオフィス等を含む）」に分類される。 

• 総務省の調査によると、約５割の就業者が「テレワークを利用してみたい」と回答している。 

出典：情報通信白書 平成27年度版（平成27年7月/総務省） 

テレワークを利用したい理由 

出典：情報通信白書 平成27年度版（平成27年7月/総務省） 

就業者のテレワーク利用意向 

テレワークの試行・体験プロジェクトのイメージ図 

出典：テレワーク試行・体験プロジェクトの概要（平成21年9月/総務省） 

テレワーク試行・体験プロ
ジェクト参加者募集 
 
http://www.soumu.
go.jp/menu_news/s
-
news/02ryutsu02_0
00013.html 

テレワーク導入環境の整
備 
テレワークの普及促進の
ための取り組み 
平成25年度の取組 
■テレワーク全国展開プ
ロジェクト 
テレワーク導入企業調査 
事例集PDF 
 
http://www.soumu.
go.jp/main_sosiki/jo
ho_tsusin/telework/
18028_03.html 
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・企業が立地にゆとりある環境
を求めているデータがあるか確
認。 
 
1/18  MRI→ 

データとして、「オフィスにゆとり
を求め郊外移転が進んでいる」
ことをサポートする資料は見つ
かりませんでした。 

ただ、事例として紹介した調査
報告書がありますので、ご紹介
します。 
結論がP21に記載されています。
PPTとしてはグラフはないので

見栄えしませんが、例えば下
図の表4－14を入れるとか、あ

るいは事例写真を紹介する方
法があるかと思います。 
 

国土交通省「地方部における
新たなライフスタイルの実現に 
関する調査」（平成25年度） 
http://www.mlit.go.jp/common
/001048790.pdf 



 土地利用に関するニーズ等 ～都市の複合的利用の視点～ 

• 東京都内には都心部を中心に多くのクリエイティブ産業が集積している一方、世田谷や八王子など、周辺区部や多摩地域にも多
くの事業所が立地している。 

• 東京都が平成26年度に実施した「クリエイティブ産業の実態と課題に関する調査」では、都内のクリエイティブ系事業所の約10％
が多摩・島しょエリアに立地しているというアンケート結果が得られた。 

クリエイティブ産業立地状況（2009年）36,673 社 

東京都におけるクリエイティブ産業全体の立地状況 

出典：クリエイティブ産業の実態と課題に関する調査（平成22年3月/東京都） 
出典：クリエイティブ産業の実態と課題に関する調査（平成27年3月/東京都） 

※タウンページ情報より東京都作成 
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1% 新宿・代々木エリア 
永田町・四谷・麹町エリア 
渋谷エリア 
原宿・表参道・青山エリア 
恵比寿・代官山・目黒エリア 
六本木・赤坂・麻布エリア 
銀座・有楽町エリア 
東京・日本橋・築地エリア 
上野・浅草・両国エリア 
本郷・駒込・王子エリア 
池袋・高田馬場・早稲田エリア 
お茶の水・神保町・秋葉原エリア 
品川・新橋・臨海副都心エリア 
世田谷・大田エリア 
中野・杉並・練馬エリア 
多摩・島しょエリア 
無回答 N=1,383 

クリエイティブ産業の立地エリア 

出典：「クリエイティブ産業の実態と課題に関する調査（平成27年3月/東京都）」 
     記載のアンケート結果より作成 

クリエイティブ産業の従業者数 

12% 

34% 

19% 

15% 

6% 

5% 4% 

3% 1% 1% 

1人 
2～4人 
5～9人 
10～19人 
20～29人 
30～49人 
50～99人 
100～299人 
300人以上 
無回答 

N=1,383 
出典：「クリエイティブ産業の実態と課題に関する調査（平成27年3月/東京都）」 
     記載のアンケート結果より作成 

イギリスでは「クリエイ
ティブ産業」を「個人の
創造性、技術、才能に
基づく産業であり、知的
財産権の創出・活用を
通じて富（財産）と雇用
を創出しうる産業」と定
義している。 
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・右下図を2009年調査の 

エリア別クリエイティブ産業立
地割合にする。 

（多摩部にクリエイティブ産業
が増加しているとわかるよう
に） 
 
1/18  MRI→ 
2009年度調査では公開される報告

書に地域別の集計結果が掲載さ
れていませんでした。ただし、アン
ケート調査の設問としては取得して
いると思われますので、産業労働
局殿にデータ提供をご依頼頂いて
はどうかと思います。 
 
2009年度調査 
http://www.sangyo-
rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creati
ve.pdf 
  
2014年度調査 
http://www.sangyo-
rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creati
ve2014.pdf 
 

2012年 80115  経済センサス 
2006年 36673  事業所・企業統計調査 

古民家をサテライトオフィスとして活用した例（左：徳島県神山町、右：徳島県美波町） 

出典：総務省HP 

二子玉川駅周辺 

出典：二子玉川東地区第一種市街地再開発事業HP 

出典：総務省HP 

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative2014.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative2014.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative2014.pdf
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/monthly/creative2014.pdf


 土地利用に関するニーズ等 ～都市の複合的利用の視点～ 

• 約６割の女性が出産・育児により退職。妊娠・出産前後に退職した理由として、「両立が難しい」の割合が約３割と高い。 

• 一方、男性の育児休業の利用意向は３割以上であるが、実際に取得している男性の割合は3%に満たない。 

妊娠・出産前後に退職した理由 

事業所内保育施設の設置に関する助成金 

出典：[平成27年度版]事業所内保育施設設置・運営等支援助成金のご案内（厚生労働省） 

出典：「仕事と家庭の両立をめぐる現状（厚生労働省）」をもとに東京都作成 

第1子出生年別にみた、第1子出産前後の妻の就業変化 

出典：仕事と家庭の両立をめぐる現状（厚生労働省） 

男性の育児休業取得の現状 

出典：仕事と家庭の両立をめぐる現状（厚生労働省） 

仕事と家庭の両立をめぐ
る現状（厚生労働省） 
http://www.mhlw.go.jp/
stf/seisakunitsuite/buny
a/kodomo/shokuba_kos
odate/index.html 

事業所内保育施設設置・運営
等支援助成金のご案内（厚
生労働省） 
http://www.mhlw.go.jp/bunya
/koyoukintou/ryouritsu01/dl/
hoikupanhu.pdf 
↓ 
新しいバージョンに差し替え 
http://www.mhlw.go.jp/file/0
6-Seisakujouhou-11900000-
Koyoukintoujidoukateikyoku/2
7hoikujyoseikinpanfu.pdf 
 
http://www.mhlw.go.jp/stf/sei
sakunitsuite/bunya/kodomo/s
hokuba_kosodate/ryouritsu01
/index.html 
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職場で子育てのニーズ 

男性の育児休業取得の現状 

出典：仕事と家庭の両立をめぐる現状（厚生労働省） 

第1子出生年別にみた、第1子出産前後の妻の就業変化 

出産前有職者のうち、 
出産後も継続して就業 
している女性は約４割 

↓     
約６割の女性が出産・ 
育児により退職している 

出典：仕事と家庭の両立をめぐる現状（厚生労働省） 

出典：「暮らしの質」向上検討会第2分科会（第3回）配布資料（内閣官房） 



 土地利用に関するニーズ等 ～都市の複合的利用の視点～ 

• 内閣府の調査によると、生活の中で優先したい事項と現実とは、差異がある。また、就業者の場合、学習・趣味・スポーツなどのた
めの時間や休養のための時間が、十分に取れていないとの結果であった。 

生活の中での「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」の優先度 

出典：ワーク・ライフ・バランスのための仕事の進め方の効率化に関する調査報告書（平成22年3月/内閣府） 

出典：仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する意識調査について（内閣府） 
    （調査期間：平成20年8月1日～8月3日） 

時間は十分取れているか（就業状況別） 

ワーク・ライフ・バランス等に取り組む企業（一部抜粋） 
仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）に関
する意識調査について
（内閣府） 
 
http://wwwa.cao.go
.jp/wlb/research/pd
f/wlb-net-svy.pdf 
 
http://wwwa.cao.go
.jp/wlb/research.ht
ml 

ワーク・ライフ・バランスのた
めの仕事の進め方の効率
化に関する調査報告書 
 
http://wwwa.cao.go
.jp/wlb/research/ko
uritsu/ 
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画像粗い⇒差替え（大きく） 

出典：仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する意識調査について（内閣府） 
    （調査期間：平成20年8月1日～8月3日） 

先進事例あれば 



 土地利用に関するニーズ等 ～新たに付加する視点～ 

• 大学と民間企業の産学連携研究実施事例は年々増加しており、東京都内の大学における都内企業との共同・受託研究件数も
非常に多い。 

• 多摩地域に立地する企業の中には、売上げのうち海外向けが大半を占めるものづくり企業なども存在。 

出典：「10年後の東京」への実行プログラム2010（平成22年1月/東京都） 

多摩シリコンバレー形成にあたり、広域的産業交流の中核機能を担い、都域を越えた
産学・産産連携を促進する交流拠点を八王子市に整備 

多摩シリコンバレーの形成と産学連携の推進 

出典：大学等における産学連携等実施状況について（平成26年11月/文部科学省） 

大学と民間企業の共同研究実施件数の推移 

同一県内企業及び地方公共団体との共同・受託研究 

※一部抜粋 

出典：大学等における産学連携等実施状況について（平成26年11月/文部科学省） 
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フォスター電機株式会社 
海外売上：177,780百万円（94％） 
音響機器、OEMが主流、海外生産100% 

（注）上場企業の海外売上は、2015年３月期の金額 

JUKI株式会社 
海外売上：90,513百万円（84.1％） 
アパレル用ミシンは世界シェアの約3割 

第一化成株式会社 
海外売上：4,037百万円（85.1％） 
合成皮革、国内外大手メーカーの評
価は高く米国市場がメイン 

株式会社新川 
海外売上：9,832百万円（86.6％） 
ボンディング工程を担う半導体製造装
置のシェアはトップクラス 

株式会社ジャムコ 
海外売上：61,430百万円（79.8％） 
航空機内装品製造で世界大手(ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ、
ｴｱﾊﾞｽ他)、航空機整備、航空機器製造も 
 

Mipox株式会社 
海外売上：2,824百万円（70.9％） 
超精密研磨加工技術を持つ大手 

横河電機株式会社 
海外売上：281,059百万円（69.3％） 
制御・計測機器国内最大手 

蛇の目ミシン工業株式会社 
海外売上：32,659百万円（71％） 
家庭用ミシンのトップメーカー 

株式会社テセック 
海外売上：2,884百万円（71.7％） 
半導体検査装置のﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ 

国際計測器株式会社 
海外売上：13,194百万円（78.8％） 
各種試験及び計測装置、製品の50％ 
超を海外へ輸出、世界ﾄｯﾌﾟｼｪｱ製品あり 

まちだテクノパー
ク 

富士興産株式会社 
受託製造・包装加工及び液体充
填、粉末充填等の包装加工他 

東京航空計器株式会社 
航空宇宙機器（統合表示装置
／航空計器等）他 

多摩冶金株式会社 
航空機、機械、電気、電子部
品の金属熱処理加工 

協栄プリント技研株式会社 
プリント基板用金型他 

株式会社ナガセ 
金属の絞り加工、精密板加工品他 

未上場企業 

航空宇宙関連企業 

その他 

横田飛行場 

調布飛行場 

立地済み 立地予定 

平成７年以降の物流施設、 
工業団地、工場の立地状況 
（H26年9月時点）国土交通省調べ 

町田新産業創造セン
ター 

多摩地域における特徴的な企業の集積 

版権確認要 

海外売上比率の高い
企業TOP１０ 

その他 

上場企業 

1/20 20時  
MRI修正 
凡例を修正 
東京航空計器株式会社 

の線が別のところに引か
れていたので修正 

出典：各社有価証券報告書及び各社HPをもとに東京都作成 

http://www.google.co.jp/url?url=http://jp.clipartlogo.com/free/airplane.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0CDgQwW4wETigAWoVChMImf3o17egyAIVhZ6UCh0F8Qec&usg=AFQjCNFF_Ua7PzIhuKdQYjBBq7UOcpai_Q
http://www.google.co.jp/url?url=http://jp.clipartlogo.com/free/airplane.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0CDgQwW4wETigAWoVChMImf3o17egyAIVhZ6UCh0F8Qec&usg=AFQjCNFF_Ua7PzIhuKdQYjBBq7UOcpai_Q


 土地利用に関するニーズ等 ～新たに付加する視点～ 

• 内閣府の調査によると、地域の文化的環境の充実に必要な事項として、「子どもが文化芸術に親しむ機会の充実」「ホール・劇
場，美術館・博物館などの文化施設の充実」の回答割合が多い。 

• 都内には、ホール、美術館、能楽堂、庭園、芸術系大学など文化の発信拠点が集積している。 

出典：文化に関する世論調査（平成21年11月調査）（内閣府） 

時間は十分取れているか（就業状況別） 

地域の文化的環境の充実に必要な事項 
文化資源の分布 

出典：東京文化ビジョン（平成27年3月/東京都）   

 

文化に関する世論調査
（平成21年11月調
査） 
 
http://survey.gov-
online.go.jp/h21/h2
1-bunka/index.html 
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 土地利用に関するニーズ等 ～新たに付加する視点～ 

• 厚生労働省の調査によると、今後健康のために気を付けたいこととして、「運動やスポーツをするようにしたい」との回答が約5割。 

• 都内における市区町村立の地域スポーツ施設は1,795箇所である。スポーツ施設が集積するスポーツクラスターについて、都民の
スポーツの場として有効に活用していくよう検討が進められている。 

健康意識に関する調査 
 
http://www.mhlw.g
o.jp/stf/houdou/000
0052548.html 

現状の地域スポーツ施設数とスポーツクラスター 

出典：2020年に向けた東京都の取組－大会後のレガシーを見据えて－（平成27年12月/東京都） 

今後健康のために気を付けたいこと 健康のために気を付けていること 

出典：健康意識に関する調査（平成26年8月公表/厚生労働省） 
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出典：健康意識に関する調査（平成26年8月公表/厚生労働省） 

画像粗い⇒差替え 



 土地利用に関するニーズ等 ～新たに付加する視点～ 

• 「東京に農業・農地を残したい」と思う都民が８割以上存在。 
• 市民農園等の利用者に対するアンケート（全国）では「農業や野菜に興味をもった」、 「自然環境の大切さを実感した」 、「近所、
農園内に友人が増えた」などの意見が出ている。 

• 区部における市民農園の応募倍率は2.0倍であり、都市農地の利用ニーズは高い。 

出典：平成23年度 食料・農業・農村白書（平成24年4月/農林水産省） 

市民農園等の利用者の日常における認識の変化（複数回答） 

※平成24年1～2月に実施 

東京の農業・農地についての意向 

体験農園の新規開演数と農園数の推移（東京都） 市民農園の開設数及び人口10万人当たりの開設数（地域別） 

※2011年3月末時点 
※市民農園の空き区画に対する応募率は、全国平均で1.3倍となっているが、特に大
都市で供給不足となっており、東京都特別区では2.6倍、川崎市4.5倍、名古屋市
3.0倍、大阪市2.7倍となっている。 8 

出典：平成27年度第2回インターネット都政モニターアンケート結果 

 「東京の農業」（平成27年8月/東京都） 

出典：平成23年度 食料・農業・農村白書（平成24年4月/農林水産省） 

出典：平成23年度 食料・農業・農村白書（平成24年4月/農林水産省） 

【MRI作業 1月18日】 
・出典表記を修正。 
 
 

Q.東京に農業・農地を残したいと思いますか 

出典：平成26年度市民農園等調査結果（平成27年3月末/東京都農業振興事務所） 

出典：平成26年度市民農園等調査結果（平成27年3月末/東京都農業振興事務所） 

市民農園の地区別応募倍率（東京都） 

年度の確認要 
↓ 

２６年度が正しい 

※平成26年度に募集を行った農園が対象 



土地利用の現状（区部） 

出典：土地利用現況調査結果 東京都区部（平成23年） 

用途地域 土地利用現況 

出典：用途地域図 東京都区部（平成23年） 

区域区分 

• 区部については、河川上や中央防波堤エリア等を除き、ほぼ全域が市街化区域に指定。 
• 用途地域は主に、都心部や駅周辺に商業系、区部東部や臨海部に工業系、その他は住居系に指定。 
• 土地利用現況は、都心部に事務所、臨海部に運輸・港湾関連施設、その他は独立住宅や集合住宅が多い。 
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土地利用の現状（多摩） 

出典：用途地域図 多摩地域（平成23年） 

区域区分 

用途地域 土地利用現況 

出典：土地利用現況調査結果 多摩地域（平成24年） 

• 奥多摩町、檜原村を除き都市計画区域に指定。森林地域や丘陵地などを中心に市街化調整区域に指定。 
• 用途地域については主に、駅を中心に商業系、工業団地周辺に工業系、その他は住居系の用途地域に指定。 
• 土地利用現況については、駅周辺や幹線道路沿いに商業施設が立地し、その他は独立住宅や森林が多い。 

10 



中核拠点における都市機能の集積状況（業務） 

• 業務機能は、区部では、都心や新宿、品川、臨海副都心等において大きく増加している。 
  一方、池袋では減少している。 
• 多摩部では、立川市を除く４市において業務機能が増加しており、特に八王子市では増加が著しい。 

注）「中核拠点」：都心、副都心（新宿、渋谷、池袋、大崎、上野・浅草、錦糸町・亀戸、臨海）、新拠点（品川、秋葉原、羽田）、核都市（八王子、立川、多摩ニュータウン、青梅、町田）。以下ページも同じ。 

区部（左図）と同様のものを作成。 
数値データは、平成27年度委託「多摩地域
の整備に関する基礎調査 報告書」のＰ105-
106を元にする。（平成19年→24年） 

面積の種類については、左下凡例と同じ定
義にする。 

出典：「土地利用現況調査（平成4、24年度）」より東京都作成 

【作業中】単位を左図と同様にhaへ修正 

出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 
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スライド14～19共通 

・凡例を該当のものだ
け（一色）にする。 

・多摩部の市域を薄く
色を付ける。 

・柱状図の長さを変化
率が分かるように調整
（区部と多摩で倍率
違っても可） 

・数字をもっと目立つよ
うにする。 

（グラフの上に配置な
ど。） 
1/18  MRI→ 
・凡例を修正 
・多摩部の地図を修正 
・柱状図を修正 

・数字をグラフの上に配
置 

1/20 20時  
MRI修正 
リード文 

立川市を除いて業務機能
の進展が見られる。 
⇒ 

立川市を除いて業務機能
集積の進展が見られる。 
 

1/21   
田所修正 
リード文 



中核拠点における都市機能の集積状況（商業） 

• 商業機能は、区部ではおおむね増加しており、特に臨海副都心、池袋、都心等において大きく増加している。 
  一方、大崎では減少している。 
• 多摩部では５市ともに商業機能が増加しており、特に八王子市では増加が著しい。 

• 各拠点において、商業機能はおおむね増加しているが、特に臨海副都心、池袋、都心等で大きく進展している。 
• 一方、大崎では商業機能は減少している。 
• 多摩地域では、八王子、青梅では商業機能が増加しているが、立川、町田、多摩では減少している。 

【作業中】単位を左図と同様にhaへ修正 

12 

出典：「土地利用現況調査（平成4、24年度）」より東京都作成 

出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 

1/20 20時  
MRI修正 
リード文 

多摩部では、全体で増加
しており、八王子市で大き
な進展が見られる 
⇒ 

多摩部では、全ての核都
市で商業集積の進展が
見られ、特に八王子市で
は増加が著しい。 

1/21 
田所修正 
リード文 



中核拠点における都市機能の集積状況（住宅） 

• 住宅機能は、区部では、臨海副都心、錦糸町・亀戸、上野・浅草、品川、大崎等で大きく増加している。 
  一方、渋谷、池袋では減少している。 
• 多摩部では、５市ともに住宅機能が増加しており、特に八王子市、町田市では増加が著しい。 

単位を左図と同様にhaへ修正 
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出典：「土地利用現況調査（平成4、24年度）」より東京都作成 

出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 

1/20 20時  
MRI修正 
リード文 

多摩部では、全体で増加
しており、八王子市、町田
市で大きな進展が見られ
る 
⇒ 

多摩部では、全ての核都
市で住宅数が増加してお
り、特に八王子市、町田
市では増加が著しい。 

1/21 
田所修正 
リード文 



出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 

（仮）都心域の中核拠点以外における都市機能の集積状況（業務） 

• 業務機能については、六本木・虎ノ門や赤坂、築地、豊洲等において大きく増加している。 
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1/21 
田所修正 
リード文 



（仮）都心域の中核拠点以外における都市機能の集積状況（商業） 

• 商業機能については、浜松町・竹芝を除いて増加しており、特に六本木・虎ノ門や赤坂、豊洲、晴海等において大きく増加している。 

15 
出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 

1/21 
田所修正 
リード文 



（仮）都心域の中核拠点以外における都市機能の集積状況（住宅） 

• 住宅機能については、赤坂、豊洲、六本木・虎ノ門等において大きく増加している。一方、神宮外苑や田町においては減少している。 

16 
出典：「土地利用現況調査（平成3、23年度）」より東京都作成 

1/21 
田所修正 
リード文 


